


第3四半期は前年同期並みまで利益向上

2024年5月期 第3四半期サマリー

◼ 新設着工が減少していることで確認申請件数は伸び悩む

◼ M＆A効果と省エネ性能表示の拡大が増収をけん引

◼ 収益の計上は下期偏重が強まっており前年同期並み利益を回復

◼ 建築確認検査及び関連事業は、確認申請件数の減少で減収減益

◼ 住宅性能評価及び関連事業は、共同住宅が堅調で増収増益

◼ ソリューション事業は、収益計上の遅行で増収減益

◼ その他は省エネ性能表示（BELS）が伸びて増収増益



連結業績ハイライト

（百万円）

2023年5月期
第3四半期

（2022/6-2023/2）

2024年5月期
第3四半期

（2023/6-2024/2）

前年比

増減額

前年比

増減率

売上高 12,739 13,278 539 4.2%

営業利益 1,542 1,504 ▲37 ▲2.4%

営業利益率 12.1％ 11.3％ - -

経常利益 1,552 1,528 ▲24 ▲1.6%

経常利益率 12.2％ 11.5％ - -

親会社株主に帰属する
四半期純利益

950 938 ▲12 ▲1.3%

一株当たり利益（円） 122.41 121.65 ▲0.76 ▲0.6%



連結セグメント別実績 

（百万円）

2023年5月期
第3四半期

（2022/6-2023/2）

2024年5月期
第3四半期

（2023/6-2024/2）

前年比

増減額

前年比

増減率

セグメント

利益

セグメント
利益

増減額

確認検査事業
及び関連事業

6,774
[53.2%]

6,570
[49.5%]

▲203 ▲3.0％ 709 ▲173

住宅性能評価
及び関連事業

2,756
[21.6%]

2,778 
[20.9%]

21 0.8％ 364 18

ソリューション
事業

1,396
[11.0%]

1,810 
[13.6%]

414 29.7％ ▲6 ▲43

その他
1,811 

[14.2%]
2,119 

[16.0%]
307 17.0％ 486 160

合計
12,739 

[100.0%]
13,278 

[100.0%]
539 4.2％ 1,554 ▲37



※ 「長期優良住宅の審査」は、適合証を交付した件数・金額を表し、増改築と計画変更に係る件数・金額を含んでいます。

連結 主要業務計数

セグメント 業 務

2023年5月期
第3四半期

2024年5月期
第3四半期

前年度増減

件数
（件）

金額
(百万円)

件数
（件）

金額
(百万円)

件数
（件）

金額
(百万円)

確認検査

及び

関連事業

建築確認 59,821 2,855 54,946 2,639 ▲4,875 ▲215

完了検査 55,047 2,466 53,461 2,513 ▲1,586 47

住宅性能

評価及び

関連事業

設計性能評価
（新築）

戸建住宅 27,527 890 25,285 858 ▲2,242 ▲31

共同住宅 20,321 267 22,826 302 2,505 35

建設性能評価
（新築）

戸建住宅 20,475 1,115 19,916 1,087 ▲559 ▲27

共同住宅 18,063 301 20,561 362 2,498 61

長期優良住宅の審査※ 4,142 168 3,645 159 ▲497 ▲8



連結 主要業務計数

セグメント 業 務

2023年5月期
第3四半期

2024年5月期
第3四半期

前年度増減

件数
（件）

金額
(百万円)

件数
（件）

金額
(百万円)

件数
（件）

金額
(百万円)

その他

省エネ適合性判定
（内 300㎡以上2,000㎡未満の件数）

4,442
(3,045)

498
4,093

(2,723)
476

▲349
(▲322)

▲22

BELS

住宅 34,773 427 57,182 615 22,409 187

非住宅 267 57 357 79 90 22

瑕疵担保保険の検査※ 26,785 259 24,549 239 ▲2,236 ▲20

※ 「瑕疵担保保険の検査」の抽出条件は、①保険法人検査や住宅性能証明業務は含めず瑕疵保険のみ、②保険受付業務を含む、③取引先全て、となります。

なお、2023年5月期第3四半期「瑕疵担保保険の検査」の件数に集計の欠落を6,537件加えています。



連結四半期業績の推移



連結業績予想

（百万円）

2023年5月期
実績

（2022/6-2023/5）

2024年5月期
予想

（2023/6-2024/5）

前年比

増減額

前年比

増減率

売上高 17,410 18,500 1,089 6.3％

営業利益 2,326 2,400 73 3.2％

営業利益率 13.4％ 13.0％ - -

経常利益 2,340 2,400 59 2.6％

経常利益率 13.4％ 13.0％ - -

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,533 1,540 6 0.4％

一株当たり当期純利益
（円）

197.80 199.64 1.84 0.9％



建物の倒壊被害が甚大であった状況を受けて、国土交通省及び国立研究開発法人建築研
究所は、建築構造の専門家等を委員とする同委員会を立ち上げ、建築物の構造被害の原
因分析を行うとともに、分析を踏まえた対策の方向性を検討
（ 2024.2.14 第１回開催）

令和６年能登半島地震による大規模災害を受けて関連省庁が
各種の検討委員会を設置

トピックス

⇒ 耐震設計基準や消防法等に何らか見直しが行われるか、今後の検討状況を注視

◼ 令和６年能登半島地震における建築物構造被害の原因分析を行う委員会

スケジュール：秋頃までに検討結果をとりまとめ

◼ 輪島市大規模火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会

令和６年能登半島地震により、輪島市朝市通り周辺において発生した大規模火災におけ
る原因調査の結果等を踏まえ、消防活動等の検証を行い、今後取り組むべき火災予防、
消防活動、消防体制等の充実強化のあり方について検討を行う
（ 2024.3.18 第１回開催）

スケジュール：夏頃までに検討結果をとりまとめ



ＥＲＩホールディングス株式会社

広報IRグループ

TEL ｜ 03-5770-1520（代表）

E－Mail ｜ info@h-eri.co.jp

https://www.h-eri.co.jp/ 本資料にて開示されているデータや将来予測は、本資

料の発表日現在の判断や入手可能な情報に基づくもの

で、種々の要因により変化することがあり、これらの

目標や予想の達成、及び将来の業績を保証するもので

はありません。また、これらの情報は、今後予告なし

に変更されることがあります。従いまして、本情報、

及び資料の利用は、他の方法により入手された情報と

も照合確認し、利用者の判断によって行って下さいま

すようお願いいたします。本資料利用の結果生じたい

かなる損害についても当社は一切責任を負いません。

IRに関するお問い合わせ
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